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要　望　書
東京地方裁判所民事第８部　御中
静岡県司法書士会　　　　
会長　 早　川　清　人
　貴庁平成２２年（ミ）第１２号（株式会社武富士（以下「武富士」という）の更生手続開始申立事件）に関し、当会は、下記のとおり要望する。

要望の趣旨
　武富士が、全過払債権者を更生債権として債権者一覧表へ記載しない場合、更生手続開始の決定をされないことを要望する。
要望の理由
武富士は、本件更生手続開始申立事件に関し、完済者を含めた全顧客（約２００万人）との取引につき、利息制限法に基づく元利充当計算（以下「引き直し計算」という）を終了したとのことである。
一方で武富士は、現に顧客から過払金返還請求を受けている約１６万人の過払債権者だけを「顕在化した過払債権者」、残りの約１８４万人を「潜在的過払債権者」と区分し、「潜在的過払債権者」を債権者一覧表（会社更生規則１３条）に記載することを明らかにしていない。
しかし、武富士は、完済者を含めた全顧客との取引に関する引き直し計算を終了しているのであり、約１８４万人の「潜在的過払債権者」も、過払債権者として認識しているはずである。

ところで、「潜在的過払債権者」は未だ武富士に対して請求をしていないことから、会社更生法が規定する「知れている更生債権者」（会社更生法４３条３項）に該当するか否かについては議論のあるところでもあるが、武富士が、過払金返還債務の存在を認識していながら「潜在的過払債権者」だけを債権者一覧表に記載しないならば、倒産手続の根本原則である債権者の平等性に著しく反することとなるから、当会はこれに該当すると考える。

したがって、武富士が知れている更生債権者を債権者一覧表に記載しないならば、本件会社更生手続きは、会社更生法２０条１項及び同４１条１項４号に抵触することは明らかである。

　なお、仮に「潜在的過払債権者」が知れている更生債権者に該当しないとしても、これらの者は、利息制限法所定の制限利率を超過する利息を、支払義務がないことも知らずに弁済してきたのであり、一方で武富士は、支払義務のないことを知りながら弁済を受領してきたのである。

したがって、これらの者を、未だ請求してないとの理由で債権者一覧表に記載しないまま本件更生手続が遂行されれば、本件更生手続は著しく正義に反するものとなる。

よって、公正適正な更生手続が遂行されるため、貴庁に対し、要望の趣旨記載のとおり要望する。
